様式第１号（第５条関係）
　　　年　　月　　日

（あて先）宝塚市長

申請者　住所　                                    
（ﾌﾘｶﾞﾅ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　  　　　　　　　　　　　　　
　　　　※本人が自署しない場合は記名押印してください。　
　
連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宝塚市若手起業家等支援補助金交付申請書

次のとおり補助金の交付を受けたいので、補助金等の取扱いに関する規則第４条及び宝塚市若手起業家等支援補助金交付要綱第５条の規定により申請します。

記

１　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　円（支出の部（Ａ）から転記）
２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円（支出の部（Ｂ）から転記）
３　添付書類

　（１）　申請者情報（様式第１－①）
　（２）　相談内容記載書（様式第１－②）（※）
　（３）　収支予算・決算書（様式第１－③）

　（４）　補助対象経費に係る領収書
（５）　暴力団排除に関する誓約書（様式第１－④）
　（６）　生年月日等が確認できる身分証明書

　（７）　住居地の市税の未納が無いことの証明書（宝塚市外にお住まいの方）
　（８）　その他市長が必要と認めるもの
　　※宝塚市若手起業家等支援補助金説明書５～６ページのパターン１に該当する場合は、請求書提出時に全相談日分を添付

（様式第１－①）
申請者情報
	氏名・法人名
	

	住所
	

	生年月日
	

	携帯電話番号
	

	メールアドレス
	

	所属・学校等
	

	この補助制度を申請するきっかけ（初回申請時のみ）
	


○補助金交付後、市からのアンケート調査やヒアリングに真摯に対応します。
○市税及び国民健康保険税等の納税状況について、市長が関係当局に報告を求めることへ同意します。　　　　　　　　　
記入日　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※本人が自署しない場合は記名押印
（様式第１－②）
氏名・法人名　　　　　　　　　　　　　　　
相談内容等記載書
相談日：　　　　年　　月　　日
※相談日１日につき、１枚ご提出ください。
	（１）あなたが描いているビジネスのアイデア
（２）今回起業家等認定支援施設等で相談したこと
（例：動機の整理、実現したい未来、商材・サービス、ターゲット、販路、商圏、ファイナンス、○○についてのセミナー参加など）
（３）相談したこと・アドバイスを受けたことを詳しく
（４）今後の方向性について
（例：上記（３）で受けた○○○に関する課題について、私の方で再度検討することになった。次回はその検討内容の報告と△△△について相談する予定である。）



（様式第１－③）
収支予算・決算書

（既に経費を支払っている場合は決算に、これから支払う場合は予算に○）
　１　収入の部

	科目名
	収入額
	備考

	自己資金
	円　
	

	市補助金
	円　
	（支出の部（Ｂ）から転記）

	その他
	円　
	

	合計
※１
	円　
	


２　支出の部
	科目名
	総費用
	補助対象経費
（税抜き）
	備考

	手数料
	円　
	円　
	

	研修費
	円　
	円
	

	合計
※１
	円　
	（Ａ）　　　　　　
円　

　
	

	補助金交付申請額＝(Ａ)×１/２
（千円未満切り捨て、上限５万円）
	（Ｂ）　　　　　　
円　


※１　収支の計は一致する。
（様式第１－④）

　　 年　　 月　　 日
（あて先）宝塚市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住所 　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　 　　　　　　　
※本人が自署しない場合は記名押印してください。
暴力団排除に関する誓約書

私は、宝塚市が「宝塚市暴力団の排除の推進に関する条例」（以下「暴力団排除条例」という。）及び「宝塚市等の事務等からの暴力団等の排除の推進に関する要綱」（以下「暴力団排除要綱」という。）に基づき、貴市が行うすべての補助金の交付等からの暴力団を排除していることを認識したうえで、補助金の交付を受けるとともに、下記のとおり誓約いたします。
なお、これらの事項に反する場合、補助金交付の中止や返還命令等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。

記

１　暴力団排除条例第２条第１号の暴力団、第２号の暴力団員、第３号の暴力団密接関係者（以下「暴力団等」という。）に該当しません。
２　暴力団排除要綱第５条により兵庫県宝塚警察署長（以下「署長」という。）へ照会を行うことに合意し、貴市の求めに応じ速やかに役員等名簿を提出します。

３　補助金の交付に伴い、暴力団等から暴力団排除要綱第１０条第１項に規定する不当介入（以下「不当介入」という。）を受けたときは、貴市に報告するとともに、警察に届け出て、捜査上必要な協力を行います。

４　暴力団等に該当することが明らかになった場合、署長からの回答等の内容について、外郭団体等を含む貴市関係部局が情報を共有すること、並びに暴力団排除要綱に従い措置対象者名等について公表を行うことについて承諾します。
